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監査等委員。2023年、慶應義塾大学名誉教授・特任教授（現在に至る）。
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略歴：1993年4月、ゴールドマン・サックス証券会社に入社、1998年7月
ロンドン・ビジネス・スクール卒業。同年8月ソニー（株）入社。2000年8月
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「Hockey Stick Growth」を掲げ、事業構造改革と
グローバル展開を加速する横浜ゴム。積極的な成長戦
略を推進する一方で、ガバナンスの実効性向上や次世
代経営人材の育成にも力を入れています。今、社外取
締役は何を見つめ、どのように経営を監督しているの
でしょうか。河野宏和氏、高田寿子氏に伺いました。

河野　私が社外取締役に就任した2018年当時と比較すると、現在の
取締役会はガバナンスの実効性という観点で大きく進化していると感
じています。2023年に監査等委員会設置会社に移行し、社外取締役
比率や女性役員比率の向上、多様な専門性を持つ人材の登用など、多
様性の強化に継続的に取り組むことによって社会や資本市場が求める
水準を上回るレベルまで多様性と専門知見を強化してきました。世界
情勢の連続的な変化、株主のニーズの高まりに対して、タイヤ産業自体
の成長も見据えた横浜ゴムの成長戦略を描いていく中で、取締役会の
機能は強化されていると実感しています。
高田　私は社外取締役に就任してまだ2年余りですが、取締役会を見
ていて感じるのは、「議論すべき重要事項」がきちんと議論されていると
いうことです。いわゆる「シャンシャン」的な形骸化した会議はありませ
んし、逆に執行側の細かなオペレーションに踏み込み過ぎることもあり
ません。取締役会が本来扱うべきテーマに集中しているという印象が
あります。
また、社外取締役のプロフィールを見ても、かなり多様な視点を持って
いることが分かると思います。それぞれ異なる経験や専門性を持ったメ
ンバーが集まり、多角的な視点から意見を出しています。そうして深い

「議論する取締役会」への進化 りOHT事業の利益が落ち込むなど、当初想定していた計画との差異
が生じることはあります。重要なのは、その変化を現場で早く察知し、
国や組織、レイヤーを超えて情報を素早く共有し、レビューを行って
学びを得ることです。このサイクルをいかに早く回し、その上で次の意
思決定をしていけるか。私はそれこそが「変化対応力」だと思っていま
す。実際、当初計画と現実の差異や課題について、比較的早い段階で
取締役会に共有されていると感じています。この文化は当社の強みの
一つではないでしょうか。
河野　私は「Hockey Stick Growth」という言葉を、単純に成長を
意味していると受け止めるべきではないと考えています。事業会社を
買収したり、カーブアウト型で一部の事業を買収したりといった「うな
ぎ昇り」に成長できる局面そのものは、あくまで一つの機会に過ぎま
せん。これを部門シナジー、横浜ゴムブランド、品質信頼性といった点
で、いかに横浜ゴムらしい成長にしていくかが重要です。
例えば、安全や品質に対する考え方です。私は生産を専門に研究を
しているので強く感じますが、全世界に拠点が広がれば、安全や品質
の管理を非常に細かくフォローする必要があります。品質標準や作
業手順書といったものがどこかで抜け落ちたために、不良が流出した
り、安全問題が起きたりといったことがあってはなりません。

高田　サステナビリティに向けた活動については、数値目標を大きく
設定するというより、活動自体がいかに持続的なものであるかどうか
に注意が払われています。そして、事業の中に取り込んで活動するこ
とで、社会に貢献する取り組みになっていると思います。当然、社会か
らのニーズがあるからこそ事業として成立し、利益を生み出すことが
可能になります。そのような現実的に続けられるテーマをベースに、
しっかり目標を設定しているところは、評価に値すると思います。サス
テナブルな活動も、結局、テクノロジーを駆使したほうが実現しやす
いことが多いと思います。製造現場におけるデジタルツインもそうで
す。さまざまなテクノロジーを活用して、環境や社会に対してどう取り
組んでいくかを、中長期的に考えていかなければならないと考えてい
ます。

議論をした上で、決定するべきことは迅速に決定しています。このバラ
ンスが、取締役会の実効性の高さにつながっているのではないかと思い
ます。
河野　報告事項についても、品質の問題、安全の問題、商品ミックスの
問題など、私たちが継続的にフォローしたいテーマについて、年間スケ
ジュールの中で定期的に報告いただく仕組みが整っています。取締役
会の数日前までに資料が共有され、前日の事前説明会では、審議事項
について詳細な説明が行われます。取締役会ではそうした事前認識を
踏まえながら審議し、懸案事項について深掘りした議論を行っていま
す。さらに、再度議論すべき議案があれば後日新たにスケジュールが組
まれてきちんと報告と議論がなされています。こうした透明性の高い運
営も以前と比べて大きく変わった点であると認識しています。

高田　現在の「Hockey Stick Growth」と表現される成長局面につ
いては、非常に大きな可能性を持つ一方で、計画通りにいかないこと
も前提に考える必要があると思っています。例えば、インオーガニッ
ク成長としてM&Aを進める、中国に1年で工場を作るといった積極
戦略を実行していく一方で、北米の農業機械市場が低迷したことによ

木村　横浜ゴムにおけるサステナビリティの取り組みとして、温室効
果ガス排出量の削減やサステナブル原料の拡大などについての中長
期的な目標を設定していますが、考え方としては、それをコストアップ
なし、あるいはコストを下げながら企業収益と両立するかたちで達成
しようというスタンスで臨んでいます。今後、環境に資する投資も必
要になってくるでしょうが、温室効果ガス排出量削減等の中長期的な
目標の達成と、財務目標との両立を目指して取り組んでもらいたいと
思います。また、会社の持続的な成長を果たしていく上で、人的資本
の価値向上、すなわち、多様な人材がエンゲージメント高く活躍して
いくこともサステナブル経営の大きな柱だと考えています。

横浜ゴムの持続的成長を
支えるガバナンス

横浜ゴムでは、人がミスをしても事故が起きないように設備を設計す
る、必要であれば生産を止めて安全を優先するという考え方が徹底さ
れています。しかし海外の企業では、効率性を優先する文化が残って
いるケースもあります。いかに横浜ゴムの安全標準や品質基準を浸
透させていくかが極めて重要になります。また、拠点数が増えれば、監
査対象も飛躍的に増えます。世界中に拠点が広がる中で、ほんの小さ
なミスがレピュテーションリスクにつながる可能性もある。だからこ
そ、監査の実効性をさらに高めていく必要があります。
高田　インオーガニックな成長を実現し、多くの事業会社が横浜ゴム
グループに加わっていく中で、横浜ゴムの理念や文化がきちんと共感
され、共鳴されているかという点が重要です。また、「YX2026」への
理解の徹底や、掲げる方向性のグループ全体への浸透についても、よ
り力を入れる必要があると思っています。年に一度、グローバルな内
部統制システムについて報告を受けておりますが、そうした内部統制
だけでなく、エンゲージメントサーベイなども活用しながら、新たにグ
ループに加わった会社の役職員の皆さんが同じ価値観や文化を共有
できているかを注視していきたいと考えています。

河野　M&Aは、理論で語られること以上に、経営陣が相手企業を
どう見極めるかという要素が非常に大きいと思っています。価格交
渉においては、投資回収期間、資本効率、成長性、リスクの見極めな
どデューデリジェンスはもちろん重要ですが、その過程で情報を隠
さずすべて共有し、執行側の責任者の意思、外部の意見といったも
のを総合的に勘案しながら、柔軟に軌道修正していくというプロセ
スが極めて大切です。
そして、交渉が始まった段階から、既にPMI（買収後の統合プロセ
ス）に向けてのステップがスタートしているという認識も必要です。
大型案件になれば、商品供給契約や技術契約などを含め、長期間に
わたって統合作業が続き、移行期間が3年、5年に及ぶこともありま
す。その過程では、相手企業のキーマンとなる人材にいかに組織に
残ってもらうかも非常に重要です。どの人材がどの機能を担ってい
るのか、技術、ノウハウ、営業力などをきちんと把握した上で、最適な
役割設計やインセンティブ設計を行っていく必要があります。

高田　M&Aでよくある失敗パターンは、買収プロセスの途中で買
収意義を見失ってしまい、「買収を完了させること」が目的になって
しまうことです。しかし当社の場合、M&Aは「YX2026」という明確
な戦略の中に位置づけられており、なぜこの買収を行うのかという
目的がはっきりしています。また、非常に重要だと感じるのは、
M&Aを主導する人と、その後の事業運営を担う人が一致している
ことです。当社は事業責任者自身がM&Aにも関与し、その後の事
業運営にも責任を持っています。そのため、買収時点から、買収後
の運営まで見据えた意思決定が行われており、これは非常に大きな
強みだと思います。もちろん、計画通りにいかないこともあります。
その時に重要なのは、市場環境や事業環境の変化に応じてタイム
リーにレビューを行い、必要であれば計画を修正していくことです。 

高田　役員人事・報酬委員会の過半数を社外取締役が占める体制
となり、河野さんが委員長に就任されたことで、客観性はさらに高
まったと感じています。私は一委員として、取締役会や事前説明会、
現地視察など、さまざまな接点を通じて、候補者の「人となり」を見
極めることを重視しています。
河野　サクセッションプランについては、かなり早い段階から準備を
進める必要があります。候補者を選定して役割を与え、外部評価や
コーチングも活用しながら、数年単位のプロセスで育成していかな
ければ、次世代の経営人材は育ちません。現在は、次世代候補の育
成プロセスが本格的に動き始めている段階だと認識しています。ま
た、社長候補だけでなく、その周囲を支える経営チーム全体を育成
することも重要です。グローバルに事業が拡大する中で、幅広い事
業や地域を理解し、監督できる人材が求められています。その意味
でも、次世代経営人材の育成は、今後の持続的成長を支える極めて
重要なテーマだと考えています。

河野　横浜ゴムは、これからさらに売上や利益を伸ばし、株主還元を高
めていくための基盤がかなり整ってきていると感じています。ブランド、
技術力、人材、そして働きがいを含め、企業としての総合力が着実に高

まっています。現在はまさに、その成果を本格的に「刈り取る」フェーズ
に入りつつあると言えます。何か新しい材料だけを追い求めるのでは
なく、これまで積み上げてきた横浜ゴムの成長戦略を着実に実行して
いくことが重要です。そこにご賛同いただけるのであれば、結果として
株主の皆さまの期待を上回る還元につながっていく可能性が十分に
あると思います。株主や顧客、従業員とその家族からの期待も含めて、
横浜ゴムが目指す方向性を共有し、理解していただくための環境を整
えることも重要です。その意味でも、多様な専門性を持つ現在の取締
役会の議論や監督機能を、ぜひ信頼していただきたいと考えています。
高田　日本企業は今、グローバル市場でいかに必要とされるかが問わ
れています。そうした中で当社には、国籍を問わず優秀な人材をマネ
ジメントできるリーダーが必要です。そのためには、挑戦や多様性を
歓迎し、失敗を許容して軌道修正を図る、そうした文化が維持されて
いるかを確認し続けることも、経営を評価監督する立場として重要だ
と考えています。成長戦略そのものだけではなく、その成長を支える組
織文化やガバナンスが健全に機能しているかを見極めていくことが、
中長期的な企業価値向上につながります。横浜ゴムは、グローバル市
場の中でさらに成長できる可能性を持った会社であり、今後の成長に
も大いに期待しています。

成長局面をいかに自社のものにするか
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しようというスタンスで臨んでいます。今後、環境に資する投資も必
要になってくるでしょうが、温室効果ガス排出量削減等の中長期的な
目標の達成と、財務目標との両立を目指して取り組んでもらいたいと
思います。また、会社の持続的な成長を果たしていく上で、人的資本
の価値向上、すなわち、多様な人材がエンゲージメント高く活躍して
いくこともサステナブル経営の大きな柱だと考えています。

横浜ゴムでは、人がミスをしても事故が起きないように設備を設計す
る、必要であれば生産を止めて安全を優先するという考え方が徹底さ
れています。しかし海外の企業では、効率性を優先する文化が残って
いるケースもあります。いかに横浜ゴムの安全標準や品質基準を浸
透させていくかが極めて重要になります。また、拠点数が増えれば、監
査対象も飛躍的に増えます。世界中に拠点が広がる中で、ほんの小さ
なミスがレピュテーションリスクにつながる可能性もある。だからこ
そ、監査の実効性をさらに高めていく必要があります。
高田　インオーガニックな成長を実現し、多くの事業会社が横浜ゴム
グループに加わっていく中で、横浜ゴムの理念や文化がきちんと共感
され、共鳴されているかという点が重要です。また、「YX2026」への
理解の徹底や、掲げる方向性のグループ全体への浸透についても、よ
り力を入れる必要があると思っています。年に一度、グローバルな内
部統制システムについて報告を受けておりますが、そうした内部統制
だけでなく、エンゲージメントサーベイなども活用しながら、新たにグ
ループに加わった会社の役職員の皆さんが同じ価値観や文化を共有
できているかを注視していきたいと考えています。

河野　M&Aは、理論で語られること以上に、経営陣が相手企業を
どう見極めるかという要素が非常に大きいと思っています。価格交
渉においては、投資回収期間、資本効率、成長性、リスクの見極めな
どデューデリジェンスはもちろん重要ですが、その過程で情報を隠
さずすべて共有し、執行側の責任者の意思、外部の意見といったも
のを総合的に勘案しながら、柔軟に軌道修正していくというプロセ
スが極めて大切です。
そして、交渉が始まった段階から、既にPMI（買収後の統合プロセ
ス）に向けてのステップがスタートしているという認識も必要です。
大型案件になれば、商品供給契約や技術契約などを含め、長期間に
わたって統合作業が続き、移行期間が3年、5年に及ぶこともありま
す。その過程では、相手企業のキーマンとなる人材にいかに組織に
残ってもらうかも非常に重要です。どの人材がどの機能を担ってい
るのか、技術、ノウハウ、営業力などをきちんと把握した上で、最適な
役割設計やインセンティブ設計を行っていく必要があります。

高田　M&Aでよくある失敗パターンは、買収プロセスの途中で買
収意義を見失ってしまい、「買収を完了させること」が目的になって
しまうことです。しかし当社の場合、M&Aは「YX2026」という明確
な戦略の中に位置づけられており、なぜこの買収を行うのかという
目的がはっきりしています。また、非常に重要だと感じるのは、
M&Aを主導する人と、その後の事業運営を担う人が一致している
ことです。当社は事業責任者自身がM&Aにも関与し、その後の事
業運営にも責任を持っています。そのため、買収時点から、買収後
の運営まで見据えた意思決定が行われており、これは非常に大きな
強みだと思います。もちろん、計画通りにいかないこともあります。
その時に重要なのは、市場環境や事業環境の変化に応じてタイム
リーにレビューを行い、必要であれば計画を修正していくことです。 

高田　役員人事・報酬委員会の過半数を社外取締役が占める体制
となり、河野さんが委員長に就任されたことで、客観性はさらに高
まったと感じています。私は一委員として、取締役会や事前説明会、
現地視察など、さまざまな接点を通じて、候補者の「人となり」を見
極めることを重視しています。
河野　サクセッションプランについては、かなり早い段階から準備を
進める必要があります。候補者を選定して役割を与え、外部評価や
コーチングも活用しながら、数年単位のプロセスで育成していかな
ければ、次世代の経営人材は育ちません。現在は、次世代候補の育
成プロセスが本格的に動き始めている段階だと認識しています。ま
た、社長候補だけでなく、その周囲を支える経営チーム全体を育成
することも重要です。グローバルに事業が拡大する中で、幅広い事
業や地域を理解し、監督できる人材が求められています。その意味
でも、次世代経営人材の育成は、今後の持続的成長を支える極めて
重要なテーマだと考えています。

河野　横浜ゴムは、これからさらに売上や利益を伸ばし、株主還元を高
めていくための基盤がかなり整ってきていると感じています。ブランド、
技術力、人材、そして働きがいを含め、企業としての総合力が着実に高

まっています。現在はまさに、その成果を本格的に「刈り取る」フェーズ
に入りつつあると言えます。何か新しい材料だけを追い求めるのでは
なく、これまで積み上げてきた横浜ゴムの成長戦略を着実に実行して
いくことが重要です。そこにご賛同いただけるのであれば、結果として
株主の皆さまの期待を上回る還元につながっていく可能性が十分に
あると思います。株主や顧客、従業員とその家族からの期待も含めて、
横浜ゴムが目指す方向性を共有し、理解していただくための環境を整
えることも重要です。その意味でも、多様な専門性を持つ現在の取締
役会の議論や監督機能を、ぜひ信頼していただきたいと考えています。
高田　日本企業は今、グローバル市場でいかに必要とされるかが問わ
れています。そうした中で当社には、国籍を問わず優秀な人材をマネ
ジメントできるリーダーが必要です。そのためには、挑戦や多様性を
歓迎し、失敗を許容して軌道修正を図る、そうした文化が維持されて
いるかを確認し続けることも、経営を評価監督する立場として重要だ
と考えています。成長戦略そのものだけではなく、その成長を支える組
織文化やガバナンスが健全に機能しているかを見極めていくことが、
中長期的な企業価値向上につながります。横浜ゴムは、グローバル市
場の中でさらに成長できる可能性を持った会社であり、今後の成長に
も大いに期待しています。M&Aは契約締結後のPMIが重要

次世代経営人材の育成に向けて

中長期の企業価値向上に向けて
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